
はじめに

人類による宇宙開発利用の本格的な始まりから60年余りが経過した。この間、日本国内で

安全保障という観点から宇宙への関心が高まった時期が幾度かある。1度目は1950年代後半

から1960年代初めにかけてのことである。その契機は1957年にソ連が大陸間弾道ミサイル

（ICBM）の試射と同ミサイルを用いた人工衛星の打上げ成功を発表したことであった。日本

国際政治学会の機関誌『国際政治』では、早くも1958年に「宇宙兵器と国際政治」という特

集が組まれた。もっとも、当時、衛星の打上げは始まったばかりであり、その軍事的価値は

未知な点が多かった。同誌掲載の論文でも議論の中心は、核兵器の新たな運搬手段として登

場した ICBMが国際政治、特に東西両陣営の関係に与える影響についてであった。

次に宇宙への関心が安全保障面で高まったのは1980年代のことである。これは1983年に米

国のロナルド・レーガン大統領が戦略防衛構想（SDI）を発表したことを受けたものである。

SDIには宇宙空間からの弾道ミサイル迎撃が含まれていたことから、世間では当時流行の映

画にちなんで「スター・ウォーズ計画」とも呼ばれた。新冷戦により米ソ間の緊張が高まる

中、SDIは米ソ間の戦略的安定性にどのような影響を与える可能性があるのか、また、両国

がいざという場合は宇宙でも戦うのではないかといった点がこの時代における議論の焦点で

あった。『国際問題』で宇宙に関する特集が組まれたのは、この時が初めてであった（1985年

9月号〔第306号〕）。当該号には、永井陽之助、坂田俊文、桃井真の3氏によるSDIに関する座

談会の記録が掲載されている。

そして現在は、安全保障という観点から宇宙への関心が日本国内で高まっている3度目の

時期である。関心が高まっている背景には、宇宙からの作戦支援が現代戦において特筆すべ

き価値を有するようになったことに加え、宇宙そのものが戦闘の領域とみなされ始めたこと

がある。とりわけ米中間で武力衝突が起きた場合、それが宇宙に波及する可能性に関心が集

まっている。また、2018年末に策定された新しい「防衛計画の大綱」において、サイバー領

域や電磁波領域と並び、宇宙領域における優位性の獲得が死活的に重要であると明記された

ことも大きな関心を呼んでいる（1）。

本稿では、まず、宇宙からの作戦支援が米国をはじめとする主要国にとって欠かせないも

のになってきたことを指摘する。次に、宇宙の戦闘領域化が進んでいることを明らかにする。

最後に、このような環境の変化を受けた日本の対応について解説する。
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1 宇宙からの作戦支援

宇宙の軍事利用そのものは、宇宙開発利用の幕開けとともに、60年以上にわたり行なわれ

てきた。他方で、通常戦争における陸海空での作戦を宇宙から直接支援することが本格化し

たのは、1990年代に入ってからのことである。それ以前の軍事宇宙利用の主要目的は、核抑

止や軍備管理の支援にあり、主なユーザーも核使用を判断する政治指導者やその補佐役とな

る軍高官、核戦力の運用部隊、核攻撃や軍備管理に必要な情報を収集する情報機関が中心で

あった。

それが1991年の湾岸戦争において、米国が陸海空の作戦を直接支えるために衛星を多数利

用したことで、宇宙の軍事利用に新たな潮流が生まれ始めた（2）。同戦争では史上類をみない

規模で多種多様な衛星（例：通信衛星、画像情報収集衛星、測位衛星、早期警戒衛星、気象衛星）

が使われたことから、「初の宇宙戦争」（the first space war）とも呼ばれた（3）。米国はその後、

1999年のユーゴスラビア空爆、2001年からのアフガニスタン戦争、2003年のイラク戦争にお

いて、より活発に衛星を利用しながら作戦を展開した。これによりユーザーも前線に展開し

た個々の兵士にまで拡大した。

なお、ここで言う宇宙からの作戦支援とは、情報という観点から陸海空での戦闘を支える

ことを意味する（4）。その象徴的な例が全地球測位システム（GPS）と衛星通信の多用である。

1995年に完全運用能力を獲得したGPSは、その後、米軍の戦いになくてはならないものとな

った。例えばGPS誘導弾はレーザー誘導弾を使用できない悪天候下でも運用可能であるため、

米軍にとって欠かせない存在となっている。また1990年代半ばに始まった米軍の滞空型無人

航空機の運用には、位置把握のためのGPSと見通し線外からの遠隔操縦を可能とする衛星通

信が必須である。

宇宙の作戦利用を活発化させているのは米国だけではない。その他の主要国も、こうした

米国流の戦争方法を模倣するようになっている。もはや現代戦において宇宙からの作戦支援

は欠くべからざるものであるとの認識が世界の軍関係者に広がっている。

フランスは宇宙からの作戦支援を目的として、2010年に統合宇宙コマンドを設置した（5）。

北アフリカやシリアにおける作戦において画像情報収集衛星や通信衛星、測位衛星、気象衛

星などを活用してきた（6）。フロランス・パルリ軍事大臣は、2018年のシリア空爆を例に出し

ながら、作戦のあらゆる局面において宇宙が極めて重要な役割を果たすようになっていると

指摘する（7）。

ロシアもまた、宇宙からの作戦支援に力を入れるようになった。ゲラシモフ・ヴァレーリ・

ヴァシリエヴィッチ参謀総長によれば、2015年のシリアでの戦闘を支援するために10機の偵

察衛星を活用した（8）。一部の衛星については撮像頻度を上げるために、軌道変更が行なわれ

た（9）。同作戦では、ロシア固有の衛星測位システムであるグロナスも航空機の航法などに使

用された（10）。

その後もロシアは宇宙の作戦利用を重視している。セルゲイ・ショイグ国防大臣は、シリア

における戦訓として精密誘導兵器を効果的に使用するためには衛星で撮影した高分解能画像
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が必要であることを認識し、関連衛星の整備に力を入れていると2019年に入って述べている（11）。

またグロナスについては2011年に全世界をカバーするために必要な数の衛星打上げが完了し

ていたが、それでも2015年のシリア作戦ではシステムの限界を露呈したと言われる（12）。実際、

ロシア国防省は同年12月時点でもグロナスの実利用に向けた最終試験を継続しており、シリ

アでの利用は試験的なものであったことがわかる（13）。米国の例に倣えば、ロシアは今後、シ

リアにおける経験を考慮に入れながら、陸海空での作戦への宇宙の組み込みを進めていくも

のと考えられる。

中国は1979年の中越戦争を最後に大規模な実戦を経験していない一方で、湾岸戦争をはじ

めとする他国の戦争を分析した結果として、1990年代から「ハイテク条件下の局地戦争」、

2000年代中頃からは「情報化条件下の局地戦争」、さらに2010年代半ばからは「情報化局地

戦争」への備えを進めてきた（14）。これらの戦いにおいて宇宙は不可欠な役割を果たすとの認

識を中国は深めてきた（15）。その象徴が北斗航法衛星システム（BDS）である。中国はBDSの

開発を1994年に開始し、2018年末には全世界でのサービス開始に至った。中国軍はGPS依存

から脱却すべくBDS利用への転換を各部隊で進めている（16）。

また、中国が宇宙を軍事的に重視していることを明瞭に表わしているのが、戦略支援部隊

の新設である。中国は国防・軍隊改革の一環として、軍種に準ずる組織として同部隊を2015

年末に発足させた。同部隊の任務は、サイバー、電子戦に加えて宇宙にかかわる能力を運用

することで、情報という観点から各種作戦を支援することにある（17）。そのために総参謀部と

総装備部が従来有していた宇宙関連機能の多くが戦略支援部隊隷下の宇宙システム部（航天

系統部）に集約された（18）。今後、中国軍の活動範囲の拡大にあわせて、宇宙への依存も拡大

するとみられている（19）。それにあわせて戦略支援部隊の役割も増していくことになる。

上述のとおり、湾岸戦争を契機として米国が作戦への宇宙の組み込みを本格化させ、他の

主要国もその後を追ってきた。こうした宇宙からの作戦支援の広がりは、次節で取り上げる

宇宙の戦闘領域化という問題と密接に関係している。

2 戦闘の領域に変容する宇宙

端的に言えば、宇宙の作戦利用の広がりは、宇宙を戦闘の領域へと変容させてきた背景要

因である。米国は、宇宙システムの脆弱性を放置したまま、作戦上、宇宙への依存を深めて

きた（20）。これはある程度仕方のない側面もあり、1990年代から2000年代前半にかけて米国が

対峙した敵対者（イラク、セルビア、タリバン、アルカイダなど）は宇宙利用を妨害する能力が

限定的であった。このため米国は宇宙システムが有する脆弱性をほとんど顧みることなく、

陸海空での戦闘を宇宙からいかにして効果的に支援するかという点に注力した。その結果、

宇宙利用は米国の作戦における潜在的なアキレス腱となったのである。

実際、2000年代に入ると、米国の宇宙利用を妨害することで、同国の作戦全体に影響を与

えることを企図する国家等が出現し始めた。最初にその兆候が表われたのが2003年のイラク

戦争であった。同戦争中、ロシアから輸入したとみられる装置を用いてイラクがGPSへのジ

ャミング（電波妨害）を試みた（21）。妨害の影響自体は軽微であった一方で、こうした妨害を
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米軍が戦時に受けたのは初めてであった（22）。また、少なくとも2004年から2005年にかけてイ

ラク所在の武装勢力または旧イラク政府の残存勢力が米軍使用の商用衛星通信へのジャミン

グを行なったとの分析がある（23）。米軍は2005年から中央軍の担任区域内で衛星通信へのジャ

ミングを探知・特定する作戦を始め、10年以上にわたり継続している（24）。このことから同種

の攻撃は当該エリアにおいて常態化している可能性がある。さらに米軍は空母を南シナ海に

展開する際、衛星通信へのジャミングを監視していることを明らかにしている（25）。これは平

時におけるものであり、また実際にジャミングを受けているのか否かまでは公にされていな

いが、米軍はそうした脅威の存在を前提として活動していることを示している。

とりわけ中ロは米国が作戦面で宇宙依存を深めていることを認識したうえで妨害能力の向

上に努めていると、米国は警戒している（26）。中国は現代の戦いに勝利する鍵は情報を制する

ことにあり、その一環として宇宙を制すること（制天）も必要であるとの認識を有している

とされる（27）。制天の主な目的は敵対者による宇宙システムの運用を妨げるとともに、自身の

宇宙での運用を維持することにある（28）。制天は包括的な概念であり宇宙からの情報支援もこ

の中に含まれるが、力点は宇宙利用をめぐる攻防に置かれていると言われる（29）。

中国が開発・配備を進めている宇宙利用妨害能力は、制天の手段である。よく知られてい

るとおり、2007年に中国は地上から発射した対衛星（ASAT）兵器により、低軌道を周回して

いた自国の衛星を破壊した。これにより中国は衛星破壊能力を米ソに次いで獲得した国とな

った。冷戦後に同種の実験を行なったのは、中国が初めてであった。それから10年超が経過し

た現在、実験に用いられたASAT兵器であるSC-19は配備段階に至ったとみられている（30）。中

国はまた、静止軌道上の衛星まで射程に収める地上発射型ASAT兵器の開発も進めている（31）。

さらに、レーザー兵器の開発やジャミング装置の配備も中国は行なっている（32）。

ロシアは冷戦期に宇宙利用妨害能力の開発を行ない一部配備していたが、冷戦後しばらく

は活動が停滞していた。それが2000年代の終わり頃から関連兵器の試験が再び活発化し始め

た。2009年には、航空機搭載型レーザー兵器ソコル・エシュロン（Sokol Eshelon）を用いて、

低軌道を周回していた衛星のセンサーに対する照射実験を行なった（33）。また中国のSC-19と

同様、地上発射型で低軌道上の衛星を射程に収めるASAT兵器ヌードリ（Nudol）を開発中で

あり、2014年から2018年末までに7回ほど衛星破壊を伴わない試射を行なった（34）。こうした

低軌道上の衛星を射程に収めるASAT兵器をロシアは数年以内に配備するのではないかと米

国は分析している（35）。ロシアはまた、ソコル・エシュロンとは別に、地上配備型レーザー兵

器を配備済みであると米国は判断している（36）。さらに、ウクライナやシリアにおける作戦で、

ロシアは実際にGPSに対するジャミングを行なっていることも明らかになっている（37）。

他方で米国も、他国による米国流の戦争方法の模倣に対抗する意図を明らかにしている。

こうした考えは、バラク・オバマ政権の2期目に入った頃から表明され始めた。2014年に国防

省が策定したオバマ政権2度目の「4年ごとの国防計画見直し」には、敵対者による宇宙を活

用した情報・監視・偵察や精密打撃に対抗する取り組みを加速させる方針が盛り込まれた（38）。

敵対者が宇宙を活用して陸海空での作戦を効果的に行なうことを防ぐ必要性に米国も迫られ

ているのである。
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米国とその敵対者の間における対抗と模倣の連鎖は第三国に波及し始めている。その象徴

がインドによる衛星破壊実験である。2019年3月末、ナレンドラ・モディ首相はテレビ演説

を通じて、低軌道上の衛星を破壊する実験を行ない、衛星破壊に成功した4番目の国となっ

たことを発表した（39）。インドがASAT能力の獲得に動き始めた主要な動機は、国境紛争を抱

えるライバル国である中国が軍事宇宙活動、とりわけASAT兵器の開発・配備を進めている

中で、衛星攻撃に対する抑止力を得ることにある（40）。

これまでみてきたような対抗と模倣の連鎖・波及により、宇宙は戦闘の領域へと変容し始

めた。宇宙は陸海空という伝統的な安全保障領域に比して特異な空間であり続けてきた。す

なわち宇宙は長らく戦争のない聖域とみなされてきたが、そうした認識は過去のものとなっ

た。米国はオバマ政権の2期目に入った頃から、宇宙に戦争が及ぶ可能性に備える必要があ

るとして、宇宙を戦闘領域（warfighting domain）と呼び始めた（41）。トランプ政権発足後もそ

うした認識は引き継がれている。マイケル・ペンス副大統領は、米国ではなく中ロが宇宙を

戦闘領域に変容させたと述べている（42）。中国もまた、2015年に公表した国防白書「中国の軍

事戦略」において、宇宙は国家間の戦略的競争における新たな管制高地（制高点）になり、

宇宙の兵器化の兆候も表われているとの認識を表明した（43）。

事実、広い意味での宇宙戦（space warfare）はすでに生起している（44）。敵対者の宇宙利用を

妨げるにあたっては必ずしも宇宙空間にある衛星を攻撃する必要はない。衛星を管制してい

る地上局やユーザー端末、これらと衛星を結ぶ通信リンクを攻撃することで、宇宙利用を妨

害することが可能である。通信リンクへの攻撃は既述のとおり衛星通信やGPSへのジャミン

グというかたちで起きている。

次の焦点は軌道上にある衛星が攻撃されるか否かである。2006年に米国の偵察衛星に向け

て中国が地上からレーザー照射を試験的に行なったことはあるが、実際の衛星攻撃はこれま

で確認されていない（45）。冒頭で述べたとおり、1980年代には米ソ間での武力衝突が宇宙に波

及する可能性が議論されたが、結局、そうした事態は生起しなかった。米ソ双方の衛星は核

抑止と密接に関係していたため、衛星攻撃は核戦争のリスクを伴うものであり、したがって

攻撃の敷居は極めて高かった。

それでは米中間における武力対立が宇宙に及ぶ事態は想定しうるのだろうか。中国軍関係

者が考える宇宙作戦の任務分野のひとつに宇宙抑止があるが、これは中国の目標に従うよう

に相手の行動を思いとどまらせたり強制したりするために宇宙システムを用いて相手の認識

全体に影響を与えるものであり、この中には警告的な攻撃が含まれる（46）。中国がこうした考

えに基づいて行動した場合、例えば台湾海峡における危機や有事に際して、米国が有する通

常戦力の来援を阻止するために中国が米国の衛星を早い段階で攻撃する可能性があるだろう。

もっとも、宇宙からの作戦支援に加えて衛星攻撃能力も世界的な広がりをみせ始めている。

すでに4ヵ国が衛星破壊能力を実証していることは既述のとおりである。加えて、衛星によ

る宇宙ゴミの除去や軌道上サービス（例：衛星による衛星に対する燃料補給や修理）が実用化

されれば、その基盤となるランデブー・接近運用（RPO）の能力も世界に広がる可能性があ

る。RPOは宇宙配備型ASAT兵器の基盤でもあるため、衛星攻撃能力の潜在的な拡散を意味
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する。そのため軌道上の衛星をめぐる戦闘、すなわち対衛星戦が生起しうるのは米中間とは

限らない点に留意する必要がある。

考えうる対衛星戦の様相も多様である。運動エネルギー迎撃体の直撃により衛星を破壊す

るという方法以外にも、レーザーといった指向性エネルギー兵器により衛星のセンサーなど

に一時的または恒久的な影響を与えるという方法がありうる。さらに宇宙空間で核兵器を使

用し、その際に発生する電磁パルスで衛星の電子部品に損傷を与えるという方法もある。こ

れらは陸海空のプラットフォームから発射することも可能であるし、衛星に各種の兵器を搭

載して使用することも想定される。

上記のうち、運動エネルギー迎撃体による攻撃は、発生する宇宙ゴミによって自身や第三

者が利用する衛星への副次的被害を覚悟する必要があることから、使用の敷居が高い。他方

で、敵対者の衛星を確実に無力化する必要がある際は、攻撃の効果を確認しやすい衛星破壊

という手段は排除されないであろう。

対衛星戦が生起した場合、宇宙は作戦を支援する側から支援される側となる。例えば、陸

海空の戦力を使用して敵対者が配備しているASAT兵器を探知・特定し、必要に応じて無力

化するといったことが行なわれるようになると考えられる。

3 日本の対応

これまでみてきたとおり、宇宙からの作戦支援が現代戦において極めて重要になり、さら

にそのことが誘因となって宇宙の戦闘領域化が進んできた。このような中、日本でも宇宙利

用をめぐる安全保障環境の変容を踏まえた取り組みが始まっている。

2018年1月、小野寺五典防衛大臣（当時）は「防衛計画の大綱」の見直しについて記者会

見で問われた際に、サイバーや宇宙といった新たな領域における活動が死活的に重要になっ

ているとの認識を表明した（47）。安倍晋三内閣総理大臣もまた、同年3月に開催された防衛大

学校の卒業式における訓示を通じて、サイバーや宇宙などの新たな領域において優位性をも

つことが防衛上、死活的に重要であるとの考えを明らかにした（48）。冒頭で触れたとおり、こ

うした認識は2018年末に閣議決定された「防衛計画の大綱」に盛り込まれた。宇宙に関して

「死活的」という言葉が使用されるようになったことは、日本の防衛政策における宇宙の位置

付けが大きく変化したことを意味している。

もっとも、宇宙は日本の防衛上、部分的にではあるが、不可欠なものとなって久しい。防

衛省・自衛隊は2016年まで衛星を保有していなかったものの、それ以前から他省庁・機関や

米軍、企業の衛星を利用していた。とりわけ1990年代以降、衛星通信は海上自衛隊の艦艇の

運用にとって欠かすことのできないものとなった。また2000年代に整備が始まった弾道ミサ

イル防衛システムの運用においても、衛星は極めて重要な役割を果たしている。弾道ミサイ

ルの発射兆候を捉える手段のひとつが画像情報収集衛星であり、実際の発射をいち早く探知

するのが早期警戒衛星（日本は保有していないため、米軍から早期警戒情報を入手）である。海

上に配置された対処部隊の指揮・統制には衛星通信も使用される。

新たな防衛大綱は部隊運用における宇宙依存の深化を前提としつつ、いっそう大きな役割
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を宇宙領域に期待する内容となっている。新大綱では、個々の領域での能力に関しては劣勢

になる可能性があるとの認識に基づき、陸海空に加えて、宇宙、サイバー、電磁波の6領域

を有機的に融合させる領域横断（クロス・ドメイン）作戦を通じて、質・量ともに優勢な脅威

に対する抑止・対処を行なっていく方針が掲げられた（49）。同作戦を実現するために、サイバ

ーや電磁波と並び、宇宙領域における能力の獲得・強化を優先的に行なうことも明記された。

宇宙は日本の防衛の帰趨を左右する領域のひとつとして位置付けられるようになったのであ

る。

新大綱では具体的な取り組み事項として、①宇宙領域を活用した情報収集、通信、測位な

どの各種能力の向上、②常時継続的な宇宙状況監視（SSA）体制の構築、③平時から有事ま

でのあらゆる段階において宇宙利用の優位を確保するための能力強化、の3点が明記された。

これらのうち、宇宙の戦闘領域化への対応として重要なのが②と③である。SSA用の地上

レーダーと運用システムを防衛省・自衛隊が整備することは以前から決まっていたが、今回

の大綱において、宇宙空間から宇宙空間を監視することも決定された。関連して、新しい

「中期防衛力整備計画」には、宇宙設置型光学望遠鏡の導入が盛り込まれた（50）。常時継続的

に宇宙監視を行なうことは、意図的な妨害行為を迅速に探知するうえで不可欠なものである。

「宇宙利用の優位」は今回の大綱を通じて新たに打ち出された概念である。これは、自ら

の宇宙利用を維持し、必要に応じて敵対者の宇宙利用を妨げることを意味する。実際、新た

な大綱と中期防では、宇宙関連機能を継続的に利用できるように機能保証（ミッション・アシ

ュアランス）のための能力を強化することや、電磁波領域と連携して敵対者の指揮統制・情

報通信を妨げる能力を強化していくことが打ち出されている。

さらに、SSAと宇宙利用の優位獲得を担う組織として、航空自衛隊に宇宙領域専門部隊を

設置することも新大綱に明記された。このように宇宙が戦闘領域に変容しつつあるとの前提

に立って、日本の政策も進み始めている。

おわりに

本稿では、宇宙からの作戦支援の重要性増大と宇宙の戦闘領域化、そして日本の対応につ

いて取り上げた。冒頭で指摘したとおり、現在は日本国内において宇宙への関心が安全保障

という観点から高まっている3度目の時期である。1950年代後半から1960年代初めや1980年

代に比して、宇宙の利用用途は軍民両面で格段に広がっており、とりわけ宇宙からの情報支

援は陸海空での作戦において欠かせないものとなってきた。そのため攻撃対象としての宇宙

システムの価値が増している。同時に、宇宙利用を妨害する能力をもつアクターも着実に増

加している。すでに広い意味での宇宙戦は生起しているが、対衛星戦が起きる可能性はかつ

てなく高まっている。

対衛星戦が起きれば、その影響は軍事にとどまらない。経済・社会活動にも宇宙利用は浸

透しており、例えばGPS衛星や気象衛星の利用が妨げられれば日常生活にも多大な影響が生

じうる。そのため衛星攻撃の誘因を下げ、かつ実際に攻撃された際の影響を局限するために、

脆弱な宇宙システムへの依存を緩和することが主要な宇宙活動国にとって課題となっている。
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また、副次的被害を防ぎ、かつ偶発的衝突を防ぐために、宇宙戦に関する国際ルールの明確

化も必要とされている。この点、国際法学者や軍法務官によって進められている「宇宙の軍

事利用に適用される国際法マニュアル」の作成は重要な国際的取り組みである（51）。宇宙が戦

闘領域へと変容する中、安定的な宇宙利用を確保するための取り組みは今まで以上に重要性

を増している。
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